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経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄

○経常収支比率
　・人件費　職員数が類似団体と比較して１１．９％多いため，経常収支比率の人件費分が高くなっている。集中改革プランや定員適正化
計画に基づき改善を図っていく。
　・物件費　類似団体と比較すると低くなっており，旅費を除く需用費等はかなり低くなっている。経常経費の節減が徹底されている効果が
表れていると考えられる。また，離島というハンディから旅費の比率はかなり高い。集中改革プランに基づき出張旅費の見直しを図る。
　・扶助費　経常収支比率が類似団体平均を１．６％上回っている。なかでも児童福祉費の額が急激に膨らんでいる。三位一体の改革に
伴う保育所運営費補助金の減が影響していると考える。
　・補助費　類似団体平均を上回っているのは外郭団体やバス企業団に対する補助金が多額になっているためである。集中改革プランに
基づいた補助金の見直しや廃止等を検討する。

○人件費及びそれに準ずる費用
　類似団体平均と比較すると，対比１１．９％と高い水準にある。これは事業費支弁に係る人件費が大きく上回っているようである。人口１，
０００人当たりの職員数も類似団体と比較すると４．０４人多いことから定員適正化計画に基づいた職員数の減を図りながら，人件費全体
の抑制に努める必要がある。

○公債費及び準公債費
　公営企業債の元利償還金に対する繰出金などの準元利償還金を含めたベースでは，人口１人当たり決算額が類似団体平均を１３．３％
上回っている。特に一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金，又は負担金に充当する一般財源等額は２０４．１％と
大幅に上回っている。これは沖永良部衛生管理組合に対するクリーンセンター建設事業の公債費への負担金である。実質公債費比率は
１６．５％ではあるが，平成２０年度からの有線テレビデジタル化事業，また防災行政無線の老朽化に伴う改修工事等の大型事業を控えて
比率の上昇が予想される。事業終了後は，普通建設事業の抑制を図る。

○普通建設事業
　平成１４年度老朽化した小学校の建替事業終了から年々減少傾向ににある。平成１８年度に増加したのは，風力発電施設建設事業のた
めである。過去５年間平均の増減率が▲２．０％と類似団体平均の▲１０．５％と比較して，８．５％高いのは平成１５年度及び１６年度にか
けて実施した海洋療法施設整備事業（約１１億円）も影響していると考えられる。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 1,047,590 144,955 129,552 11.9
賃金（物件費） 54,107 7,487 10,429 ▲ 28.2
一部事務組合負担金（補助費等） 137,906 19,082 20,026 ▲ 4.7
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 2,946 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 47,005 6,504 6,123 6.2
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 74,129 10,257 3,305 210.3
▲退職金 ▲ 108,027 ▲ 14,948 ▲ 13,712 9.0
合計 1,252,710 173,337 158,669 9.2

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 18.40 14.36 4.04
ラスパイレス指数 88.6 94.1 ▲ 5.5

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

1,059,133 146,552 111,710 31.2

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - 582 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 155,084 21,459 21,716 ▲ 1.2
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

162,791 22,525 7,406 204.1

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

7,138 988 4,282 ▲ 76.9

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

749 104 45 131.1

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 925,097 ▲ 128,006 ▲ 89,587 42.9

合計 459,798 63,622 56,154 13.3
平成21年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体については、「-」としている（以下の項目について同じ。）。

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成20年度普通会計決算) 鹿児島県 和泊町

※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

2,095,758 282,676 ▲ 5.0 177,197 ▲ 15.9 10.9

うち単独分 1,302,641 175,700 100.5 61,289 ▲ 29.9 130.4

1,745,650 233,845 ▲ 17.3 121,414 ▲ 31.5 14.2

うち単独分 627,694 84,085 ▲ 52.1 58,925 ▲ 3.9 ▲ 48.2

1,819,174 248,861 6.4 124,895 2.9 3.5

うち単独分 684,180 93,595 11.3 61,345 4.1 7.2

1,526,167 210,826 ▲ 15.3 110,324 ▲ 11.7 ▲ 3.6

うち単独分 461,958 63,815 ▲ 31.8 55,684 ▲ 9.2 ▲ 22.6

1,844,013 255,156 21.0 114,677 3.9 17.1

うち単独分 535,093 74,041 16.0 55,912 0.4 15.6

過去５年間平均 1,806,152 246,273 ▲ 2.0 129,701 ▲ 10.5 8.5

うち単独分 722,313 98,247 8.8 58,631 ▲ 7.7 16.5
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